
自立支援協議会を構成する関係者  
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地域移行支援・地域定着支援について   
1．地域移行支援   

施設や病院に長期入所等していた者が地域での生活に移行するためには、圧   
印確保や新生活の準備等につし＼て支援が必要。   

う 現行の「精神障害者地域移行支援特別対策事業」（補助金）で行われているもの  
と同様の事業を個別給付に。  

2．地域定着支援   

居宅で一人暮らししている者については、夜間等も含む緊急時における連絡、   
相談等のサポート体制が必要。   

う現行の「居住サポート事業」（補助金）で行われているものと同様の事業を個別給  
付に。  

腰艶  

・社会保障審議会でも、地域における自立した生活の支援のために  
これらの支援を自立支援給付の対象とすべきとされている。  
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地域移行・地域生活のための支援  

現行の居住サポート事業（イメージ図）  

利用者  

〔 

† 

〕  

地域の支援体制  

福祉サービス事業者  

就労先企業  

医療機関等  

家主  
親族等  

居住サポート事業者  
（指定相談支援事業者等）   

事業内容   

○入居支援  
物件あつせん依頼、入居契約手続き支援   

024時間支援  
緊急時等の対応   

○地域の支援体制に係る調整  
関係機関等との連絡・調整  57   

不動産業者  



【参考】   

⇒市区町村ごとに設置  

（市区町村が事務局）  
l－■■－■－－■■‾‾－■－■‾■‾‾■●■■■  

：包括的支援事業の円滑な実：  

：施、センターの中立性・公正：  

＿－J性の確保の観点から、地域：  
－－、の実情を踏まえ、選定。 j   
L－－－＝一一－＝叫一－－－－－－こ1 58  

】T‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾ 
1  

：※地域包括支援センターは、介護予防支援事業所としての指定を受けており、いわば、包括的支援事業と介護予防支援業務（予防l  
給付のケアマネジメント）の「2枚看板」となっている。人員基準についても、包括的支援事業に係る基準と介護予防支援 に係る基l  
準の2本立てとなっており、双方を満たす必要がある。  

l  

：※したがって・通常は単に3職種を置くのみだけでは不十分であり、介護予防支援を実施するための職員を置くことが必要となる。  

；※書類整理や報酬請求事務などの事務処理作業については、専門耶重でなくとも実施することができる。  
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿二＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿⊥＿＿＿＿＿＿＿  
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